
監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知に係る事項の公告

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、奈良県知

事等から監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表しま

す。

令和３年１１月３０日

奈良県監査委員 内 野 正 博

同 森 田 康 文

同 尾 﨑 充 典

同 浦 西 敦 史



1

令和２監査年度 第２回分

ア 本庁
部局及び所属名 実施年月日 監 査 結 果 措 置 の 内 容

知 事 公 室

消防救急課 令和３年 公用車の自動車損害賠償責任保

（消防学校に １月２０日 険料の支払の遅延について

対する書面監 （消防学校 公用車の購入に係る自動車損 今後は、公用車の自動車損

査で注意事項 の書面監査 害賠償責任保険料について、納 害賠償責任保険料の支出につ

となる。） の実施日） 車日の後に支出していた事例が いて、複数の担当者による書

１件（保険料 25,880円）認めら 類確認を行いチェック体制を

れた。 強化し、前払い処理を徹底す

自動車損害賠償責任保険料の る。

後払いは、業者に対し保険会社

等への立替払を強いることとな

るため、今後は、保険料の支出

について適時適正に処理された

い。 （注意事項）

福 祉 医 療 部

障害福祉課 令和３年 予算の令達の遅延について

（筒井寮に対 １月２０日 委託料、工事請負費等契約を 今後は、出先機関との連携

する書面監査 （筒井寮の 必要とする経費について、支出 を緊密に行うとともに、課内

で注意事項と 書面監査の 負担行為を行うこととされてい でも情報共有を図り、予算関

なる。） 実施日） る時期は契約を締結するときと 係事務の適正な執行に努め

されているが、令和元年度の筒 る。

井寮における工事請負契約につ

いて、予算計上課である障害福

祉課からの予算の令達が遅延し

たことにより、業務完了後に支

出負担行為を行っていた事例が

１件（契約額 880,000円）認め

られた。

今後は、支出負担行為事務等

に影響を生じさせることのない

よう予算事務の適正な執行に努

められたい。 （注意事項）

医 療 政 策 局

地域医療連携 令和３年 請書を徴取していない契約につ

課 １月２０日 いて

契約の締結に当たっては、契 奈良県契約規則及び関係通

約書の作成を省略できる場合で 知等に基づく適切な事務処理

も、建設工事の請負契約以外で を職員に徹底するとともに、

契約金額が１００万円未満５０ 管理職員による決裁過程にお

万円以上の契約においては、契 けるチェック体制を強化す

約内容について誓約させる意味 る。

を有する請書を契約の相手方か

ら徴することとされているが、

令和元年度の契約金額が１００

万円未満５０万円以上の機器修

繕の契約について、請書を徴取
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していなかった事例が１件（契

約額 593,406円）認められた。

今後は、奈良県契約規則及び

会計局通知に基づき、契約事務

の適正な執行に努めるとともに、

決裁過程におけるチェック体制

を整備するなど、実効性のある

内部統制の整備に取り組まれた

い。 （注意事項）

医師・看護師 令和３年 補助金等の交付決定等に係る不

確保対策室 １月２０日 適切な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定 奈良県補助金等交付規則、

める補助金等の交付決定は、県 奈良県会計規則等に基づいた

が交付申請者に対して、補助事 適正な事務処理について、各

業等を行った場合に一定金額の 職員に徹底するとともに、複

補助金等を交付する旨の意思決 数職員による書類確認により

定である。令和元年度において、 チェック体制を強化する。ま

交付決定に当たり、実際に交付 た、年間スケジュールにより

決定を行った日から１か月以上 補助金交付決定の時期を課内

３か月未満遡った日付を交付決 で共有し、補助金交付事務等

定日としていた事例が４件（交 の適正な執行と再発防止に努

付決定額合計 5,711,000円）認 める。

められた。そして、補助事業者

等は、交付決定の内容及びこれ

に付された条件等に従い補助事

業等を行わなければならないこ

ととされているが、上記の４件

では、県が実際に交付決定を行

った日よりも前に補助対象事業

である診療所医師の人件費を負

担する事業に着手していた。

また、補助金等の交付決定に

ついて、予算執行の統制のため

の手続として支出負担行為を行

うこととされている時期は、交

付決定をするときとされている

が、上記の４件では、交付決定

日としていた日付と同様に支出

負担行為の日付を遡っていた。

今後は、同規則、奈良県会計

規則等に基づき、適正な事務の

執行に努めるとともに、決裁過

程におけるチェック体制を整備

するなど、実効性のある内部統

制の整備に取り組まれたい。

（注意事項）

健康推進課 令和３年 補助金等の交付決定等に係る不

１月２０日 適切な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定 奈良県補助金等交付規則、

める補助金等の交付決定は、県 奈良県会計規則等に基づいた

が交付申請者に対して、補助事 適正な事務処理について、各

業等を行った場合に一定金額の 職員に徹底するとともに、複

補助金等を交付する旨の意思決 数職員による書類確認により
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定である。令和元年度において、 チェック体制を強化する。ま

交付決定に当たり、実際に交付 た、年間スケジュールにより

決定を行った日から１か月以上 補助金交付決定の時期を課内

３か月未満遡った日付を交付決 で共有し、補助金交付事務等

定日としていた事例が３１件（交 の適正な執行と再発防止に努

付決定額合計 27,875,131円）認 める。

められた。

また、補助金等の交付決定に

ついて、予算執行の統制のため

の手続として支出負担行為を行

うこととされている時期は、交

付決定をするときとされている

が、上記の３１件では、交付決

定日としていた日付と同様に支

出負担行為の日付を遡っていた。

今後は、同規則、奈良県会計

規則等に基づき、適正な事務の

執行に努めるとともに、決裁過

程におけるチェック体制を整備

するなど、実効性のある内部統

制の整備に取り組まれたい。

（注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 奈良県会計規則、奈良県契

必要とする経費について、予算 約規則等に基づいた適正な事

執行の統制のための手続として 務処理について、各職員に徹

支出負担行為を行うこととされ 底するとともに、複数職員に

ている時期は、契約を締結する よる書類確認によりチェック

ときとされているが、令和元年 体制を強化する。また、年間

度の委託契約について、支出負 スケジュールにより委託契約

担行為を行うこととされている の時期を課内で共有し、支出

日から１か月以上遅延して支出 負担行為及び契約書の作成事

負担行為を行っていた事例が１ 務等の適正な執行と再発防止

件（契約額 400,000円）認めら に努める。

れた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記の１件で

は、支出負担行為と同様に契約

書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の
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ある内部統制の整備に取り組ま

れたい。 （注意事項）

疾病対策課 令和３年 補助金等の交付決定等に係る不

１月２０日 適切な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定 奈良県補助金等交付規則、

める補助金等の交付決定は、県 奈良県会計規則等に基づいた

が交付申請者に対して、補助事 適正な事務処理について、各

業等を行った場合に一定金額の 職員に徹底するとともに、複

補助金等を交付する旨の意思決 数職員による書類確認により

定である。令和元年度において、 チェック体制を強化する。ま

交付決定に当たり、実際に交付 た、年間スケジュールにより

決定を行った日から１か月以上 補助金交付決定の時期を課内

３か月未満遡った日付を交付決 で共有し、補助金交付事務等

定日としていた事例が１１５件 の適正な執行と再発防止に努

（交付決定額合計 409,369,705 める。

円）認められた。

また、補助金等の交付決定に

ついて、予算執行の統制のため

の手続として支出負担行為を行

うこととされている時期は、交

付決定をするときとされている

が、上記の１１５件では、交付

決定日としていた日付と同様に

支出負担行為の日付を遡ってい

た。

今後は、同規則、奈良県会計

規則等に基づき、適正な事務の

執行に努めるとともに、決裁過

程におけるチェック体制を整備

するなど、実効性のある内部統

制の整備に取り組まれたい。

（注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 奈良県会計規則、奈良県契

必要とする経費について、予算 約規則等に基づいた適正な事

執行の統制のための手続として 務処理について、各職員に徹

支出負担行為を行うこととされ 底するとともに、複数職員に

ている時期は、契約を締結する よる書類確認によりチェック

ときとされているが、令和元年 体制を強化する。また、年間

度の委託契約について、支出負 スケジュールにより委託契約

担行為を行うこととされている の時期を課内で共有し、支出

日から１か月以上遅延して支出 負担行為及び契約書の作成事

負担行為を行っていた事例が１ 務等の適正な執行と再発防止

件（契約額 135,000円）認めら に努める。

れた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ
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れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記の１件で

は、支出負担行為と同様に契約

書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組ま

れたい。 （注意事項）

薬務課 令和３年 証紙収納実績の報告誤りについ

１月２０日 て

消印した収入証紙については、 今後は、課で作成した証紙

収入証紙収納簿に収入状況を記 収納事務に関する手順書に基

録し、また、証紙収納実績報告 づき、所属によるチェック体

書により四半期ごとに件数、金 制を強化し、複数の担当者に

額等の収納実績を会計局に報告 よる確認を行い、証紙収納事

することとされているが、令和 務の適正な執行と再発防止に

元年度の向精神薬取扱者免許等 努める。

手数料及び麻薬取扱者免許手数

料について、証紙収納実績報告

書の実績額を誤って報告し、証

紙収入特別会計から一般会計へ

の振替額が合計159,700円過大と

なっていた。上記のうち、麻薬

取扱者免許手数料の11,700円は

令和元年度の決算額にも影響し

ていた。また、向精神薬取扱者

免許等手数料の148,000円は、令

和元年11月にその誤りに気がつ

き、所要の手続を行っていた。

今後は、関係通知等に基づき、

証紙収納事務の適正な執行に努

めるとともに、決裁過程におけ

るチェック体制を整備するなど、

実効性のある内部統制の整備に

取り組まれたい。 （注意事項）

公用車の定期点検整備の不実施

について

公用車の定期点検整備につい ６か月ごとの点検について

ては、道路運送車両法により自 は、すでに予算措置もしてお

動車の使用者に６か月ごと等の り、点検事業者と連絡を取り、

定期点検整備の実施が義務づけ ４月及び１０月頃に実施する

られており、平成３０年１０月 予定としている。今後も、法

には公用車の定期点検整備の実 律及び通知等に基づき、適切

施の徹底を図るよう総務部長通 に実施するよう努めていく。

知が発出されているのに、令和

元年度において、公用車１台に

ついて定期点検整備を実施して

いなかった。
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定期点検整備の不実施による

整備不良に起因する事故発生の

おそれも危惧されることから、

今後は、同法、同通知等に基づ

き、公用車の定期点検整備を適

切に実施されたい。（注意事項）

補助金等の額の確定に係る不適

切な事務処理について

奈良県補助金等交付規則に定 補助金の額の確定をした場

める補助金等の額の確定は、県 合は、補助事業者へ書面によ

が報告書等の書類審査及び必要 り通知し、奈良県補助金等交

に応じて行う現地調査等により、 付規則に基づき、補助事業の

補助金等の交付の決定の内容及 適正な事務の執行に努めてい

びこれに付した条件に補助事業 く。また、決裁過程でも必要

者が実施した補助事業等の成果 書類について確認できるよ

が適合したことを認め、交付す う、チェックリストを用いて

べき補助金等の額を確定する旨 確認するなど、決裁過程での

の意思決定である。同規則等に チェック体制の整備を図る。

おいて、補助金等の額の確定を

した場合は、補助事業者等へ書

面により通知することとされて

いるのに、書面により通知して

いなかった事例が２件（交付決

定額合計 2,608,000円）認めら

れた。

今後は、同規則等に基づき、

適正な事務の執行に努めるとと

もに、決裁過程におけるチェッ

ク体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組

むべきである。 （指摘事項）

教 育 委 員 会

学校教育課 令和３年 スクールバス運行管理業務委託

（ろう学校、 １月２０日 契約に係る事務の遅延について

奈良養護学校 （ろう学校、 委託料、工事請負費等契約を 今後は、県立高校等から受

に対する書面 奈良養護学 必要とする経費について、支出 けた相談･判断事項等につい

監査で注意事 校の書面監 負担行為を行うこととされてい ては、できるだけ早く結論を

項となる。） 査の実施日） る時期は契約を締結するときと 出し伝達するとともに、各校

されているが、令和元年度のろ の自主性を重んじ必要以上の

う学校におけるスクールバス運 制約や指導とならないよう留

行管理業務委託契約（契約期間 意し、適正な事務執行と再発

平成３１年４月１日～令和２ 防止に努める。

年３月３１日）について、予算

計上課である学校教育課が消費

税の増税に伴う契約書の案の検

討に時間を要したため、契約書

案の送付が５月１４日となり、

このため、ろう学校で支出負担

行為を行うこととされている日

から１か月以上遅延して支出負

担行為が行われていた事例が１
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件（契約額 3,465,562円）認め

られた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、支出負担行為

と同様に契約書の作成を遅延し

ていた。

今後は、支出負担行為事務等

に影響を生じさせることのない

よう契約事務の適正な執行に努

められたい。 （注意事項）

予算の令達の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 本事案は前項と同じ理由に

必要とする経費について、支出 より遅延したものであり、上

負担行為を行うこととされてい 記措置に加え、県立学校等へ

る時期は契約を締結するときと の令達については、定例的な

されているが、令和元年度の奈 ものは上期･下期初めにまと

良養護学校における委託契約に めて、都度すべきものや突発

ついて、予算計上課である学校 的なものは依頼から数日中に

教育課からの予算の令達が遅延 は行うように努め、県立学校

したことにより、奈良養護学校 等の適正な事務執行のため、

で支出負担行為を行うこととさ 再発防止に努める。

れている日から１か月以上遅延

して支出負担行為を行っていた

事例が２件（契約額 17,548,920

円）認められた。

今後は、支出負担行為事務等

に影響を生じさせることのない

よう予算事務の適正な執行に努

められたい。 （注意事項）

行 政 委 員 会

人事委員会事 令和３年 支出科目の誤りについて

務局 １月２０日 令和元年度の郵便切手の購入 毎年度、熟練した職員によ

契約について、経費の性質が通 る会計事務の職場研修を実施

信運搬費であることから予算科 する。その際、年間数百件に

目を役務費で支出すべきであっ のぼる支払いのチェックがお

たのに、需用費で支出していた ろそかにならないよう、特に

事例が２件（支出額合計 51,000 間違いのおこしやすいポイン

円）認められた。 トを他の指摘事案なども参考

今後は奈良県予算規則等に基 に教授することで、職員が会

づき、適正な予算科目で支出さ 計事務の知識をより深めると

れたい。 （注意事項） ともに、複数人によるチェッ

ク体制への強化につなげる。
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イ 出先機関
部局及び所属名 実施年月日 監 査 結 果 措 置 の 内 容

知 事 公 室

旅券事務所 令和３年 支出負担行為の遅延について

１月２０日 委託料、工事請負費等契約を 奈良県会計規則等に基づ

必要とする経費について、予算 き、遅滞なく支出負担行為を

執行の統制のための手続として 行うよう職員に周知徹底を図

支出負担行為を行うこととされ った。

ている時期は、契約を締結する 今後は、所内における事務

ときとされているが、平成３０ 処理状況の情報共有等により

年度の備品購入契約について、 チェック体制を強化し、支出

支出負担行為を納品後に行って 負担行為事務の適正な執行に

いた事例が２件（契約額合計 38 努めるとともに、実効性のあ

4,264円）認められた。 る内部統制の整備に取り組

今後は、奈良県会計規則等に む。

基づき、支出負担行為事務等の

適正な執行に努めるとともに、

決裁過程におけるチェック体制

を整備するなど、実効性のある

内部統制の整備に取り組むべき

である。 （指摘事項）

消防学校 令和３年 土地建物貸付料の調定漏れ及び

１月２０日 調定事務の遅延について

県有財産賃貸借契約書に基づ 今後は、奈良県会計規則等

き徴収する土地建物貸付料につ に基づき、所属におけるチェ

いて、令和元年度分の調定が漏 ック体制を強化し、複数の担

れていた事例が１件（調定額 83, 当者による書類確認とスケジ

284円）認められた。また、調定 ュール管理を行い、調定及び

及び納入の通知を契約書で定め 納入の通知の作成事務等の適

られた納期限（平成３１年４月 正な執行と再発防止に努め

２５日）が経過した後に、１か る。

月以上３か月未満遅延して行っ

ていた事例が３件（調定額合計

334,433円）認められた。

今後は、同契約書等に基づき、

適正な会計処理の徹底に努める

とともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取

り組むべきである。（指摘事項）

支出負担行為の遅延及び契約書

の作成について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則等

必要とする経費について、予算 に基づき、所属におけるチェ

執行の統制のための手続として ック体制を強化し、複数の担

支出負担行為を行うこととされ 当者による書類確認とスケジ

ている時期は、契約を締結する ュール管理を行い、支出負担

ときとされているが、平成３０ 行為及び契約書の作成事務等

年度及び令和元年度の委託契約 の適正な執行と再発防止に努

等について、支出負担行為を行 める。

うこととされている日から大幅
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に遅延して支出負担行為を行っ

ていた事例が３件（契約額合計

511,023円）認められた。その態

様の内訳は、①支出負担行為を

業務完了後又は納品後に行って

いた事例が２件、②業務完了前

であるが支出負担行為の遅延期

間が３か月以上の事例が１件と

なっていた。

契約書を作成するときは支出

負担行為をしておかなければな

らないが、上記のうち１件（契

約額 155,520円）では、それを

行なわないまま契約書を作成し

ていた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

総 務 部

自治研修所 令和３年 自動販売機設置に係る電気料金

１月２０日 の調定事務の遅延について

行政財産の貸付により、貸付 奈良県会計規則に基づき、

の相手方が設置している自動販 調定事務の適時適正な執行に

売機に係る平成３０年度の電気 努める。調定事務の時期を一

料金について、額が確定し相手 覧できる管理表により、複数

方に請求することができるよう の担当者による業務の把握及

になった時に速やかに調定すべ び進捗状況の管理を行う。ま

きであるのに、調定及び納入の た、年度当初の引き継ぎを確

通知を４か月遅延して行ってい 実に行い、適正な事務に努め

た事例が１件（調定額 10,565円） る。

認められた。

今後は、奈良県会計規則に基

づき、調定事務の適時適正な執

行に努めるとともに、決裁過程

におけるチェック体制を整備す

るなど、実効性のある内部統制

の整備に取り組まれたい。

（注意事項）

支出負担行為の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 奈良県会計規則等に基づ

必要とする経費について、予算 き、支出負担行為事務の適正

執行の統制のための手続として な執行に努める。契約案件、

支出負担行為を行うこととされ 契約時期を一覧できる整理表

ている時期は、契約を締結する に、定例外の案件についても

ときとされているが、令和元年 掲載し、所員に周知徹底を行

度の委託契約等について、支出 うとともに、複数の担当者に
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負担行為を業務完了後又は納品 よって確認を行い、適正な事

後に行っていた事例が３件（契 務に努める。

約額合計 169,640円）認められ

た。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

自動車税事務 令和３年 行政財産目的外使用許可に伴う

所 １月２５日 電気料金等の徴収過不足につい

て

行政財産目的外使用許可に伴 今後は、所属内で適正な算

い発生する光熱水費等は、実費 定方法を周知するとともに、

相当額を使用者が負担すること 複数の職員によるチェック体

とされているが、平成３１年４ 制を整備し、適正な事務処理

月から令和２年３月までの間の と内部統制に努める。なお、

電気料金及び庁舎管理に係る経 徴収過大については返還、徴

費について、使用者２者から徴 収不足については徴収済み。

収する金額の算定を誤ったため、

徴収過大が１２件（計 14,838

円）、徴収不足が１２件（計 14,

838円）認められた。

今後は、行政財産目的外使用

許可に伴う光熱水費等の徴収に

ついて、関係通知に基づき、事

務の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組ま

れたい。 （注意事項）

郵便切手等交付簿の検査漏れに

ついて

郵便切手等の管理に当たり、 所属長の確認及び検印につ

郵便切手等交付簿には、毎月月 いては、現在は月末の集計時

末に月計累計の締高をつけ、累 に確認を徹底している。

計にかい長の検印を受けること

とされているのに、平成３１年

４月から令和２年３月までの各

月の累計（受入額合計 359,630

円 払出額合計 285,539円）に

かい長の検印を受けていなかっ

た。

郵便切手等は換金性が高く、

現金と同様の取扱いが必要であ

る。今後は、奈良県会計規則に

基づき、郵便切手等の適正な管

理に努めるとともに、実効性の

あるチェック体制の整備を図ら

れたい。 （注意事項）
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地 域 振 興 部

橿原文化会館 令和３年 支出負担行為及び契約書の作成

１月２０日 の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 奈良県会計規則、奈良県契

必要とする経費について、予算 約規則等に基づき、支出負担

執行の統制のための手続として 行為及び契約書の作成事務等

支出負担行為を行うこととされ の適正な執行に努めるととも

ている時期は、契約を締結する に、契約案件、契約時期を一

ときとされているが、令和元年 覧できるチェックリストを作

度の委託契約について、支出負 成して進捗状況を的確に管理

担行為を行うこととされている するなど、各段階で実効性の

日から２か月以上遅延して支出 あるチェック体制を整備し、

負担行為を行っていた事例が１ 適正な事務処理に努める。

件（契約額 1,204,500円）認め

られた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記の１件で

は、支出負担行為と同様に契約

書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組ま

れたい。 （注意事項）

美術館 令和２年 支出科目の誤りについて

１２月１８日 令和元年度の館蔵美術品のカ 奈良県予算規則に基づき、

ラー・ポジフィルムのデジタル 支出科目の確認を十分に行う

データ化の契約について、経費 とともに、不明点等について

の性質が手数料であることから は、会計局に確認を行い、適

予算科目を役務費で支出すべき 正な事務処理の徹底に努め

であったのに、需用費で支出し る。

ていた事例が１件（契約額 176,

550円）認められた。

今後は、奈良県予算規則等に

基づき、適正な予算科目で支出

すべきである。 （指摘事項）

支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 奈良県会計規則、奈良県契

必要とする経費について、予算 約規則等に基づき、支出負担

執行の統制のための手続として 行為及び契約書の作成事務等



12

支出負担行為を行うこととされ の適正な執行に努めるととも

ている時期は、契約を締結する に、契約案件、契約時期を一

ときとされているが、令和元年 覧できるチェックリストを基

度の委託契約等について、支出 に、契約事務等の進捗管理を

負担行為を行うこととされてい 強化するなど、各段階で実効

る日から大幅に遅延して支出負 性のあるチェック体制を整備

担行為を行っていた事例が６件 し、適正な事務処理に努める。

（契約額等合計 18,830,140円）

認められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を納品後に行っ

ていた事例が２件、業務完了前

であるが支出負担行為の遅延期

間が、②１か月以上３か月未満

の事例が３件、③３か月以上の

事例が１件となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち３

件（契約額合計 18,500,400円）

では、支出負担行為と同様に契

約書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

橿原考古学研 令和３年 予定価格の設定を行わずに締結

究所 １月２５日 した随意契約について

随意契約により契約を締結す 契約の締結に当たっては、

る場合は、なるべく２人以上か 参考見積を徴取するなどの方

ら見積書を徴取し、あらかじめ 法により、あらかじめ予定価

設定した予定価格と比較、検討 格を設定することとし、奈良

することによって価格の妥当性 県契約規則等に基づく適正な

を図ることとされているのに、 事務の執行と再発防止に努め

令和元年度に随意契約により契 る。

約を締結した工事に係る全ての

契約４３件（契約額合計 22,160,

446円）について、予定価格を定

めないまま契約を締結していた。

今後は、奈良県契約規則等に

基づき、適正な事務の執行に努

めるとともに、チェック体制の

充実を図り、実効性のある内部

統制の整備に取り組まれたい。

（注意事項）



13

公用車の定期点検整備の不実施

について

公用車の定期点検整備につい 所有する公用車の定期点検

ては、道路運送車両法により自 日及び車検日の予定を計画表

動車の使用者に年１回等の定期 に組み入れ、担当職員以外に

点検整備の実施が義務づけられ も周知を図る。今後は、道路

ており、平成３０年１０月には 運送車両法に基づき、適正な

公用車の定期点検整備の実施の 公用車の管理に努める。

徹底を図るよう総務部長通知が

発出されているのに、令和元年

度において、公用車１台につい

て定期点検整備を実施していな

かった。

定期点検整備の不実施による

整備不良に起因する事故発生の

おそれも危惧されることから、

今後は、同法、同通知等に基づ

き、公用車の定期点検整備を適

切に実施されたい。（注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 奈良県会計規則、奈良県契

必要とする経費について、予算 約規則等に基づき、支出負担

執行の統制のための手続として 行為及び契約書の作成事務等

支出負担行為を行うこととされ の適正な執行に努めるととも

ている時期は、契約を締結する に、契約案件、契約時期を一

ときとされているが、令和元年 覧できるチェックリストを作

度の委託契約等について、支出 成して進捗状況を的確に管理

負担行為を行うこととされてい するなど、各段階で実効性の

る日から大幅に遅延して支出負 あるチェック体制を整備し、

担行為を行っていた事例が１１ 適正な事務処理に努める。

６件（契約額等合計 207,640,30

1円）認められた。その態様の内

訳は、①支出負担行為を業務完

了後又は納品後に行っていた事

例が７４件（うち会計年度経過

後の出納整理期間に行っていた

事例が３８件）、業務完了前であ

るが支出負担行為の遅延期間が、

②１か月以上３か月未満の事例

が３２件、③３か月以上（最長

７か月２７日）の事例が１０件

となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち５
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４件（契約額合計 97,934,388円）

では、支出負担行為と同様に契

約書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

行政財産使用料等の調定事務の

遅延について

奈良県行政財産使用料条例に 通年案件について、早期に

基づき徴収する令和元年度の行 事務手続を開始するととも

政財産使用料について、調定及 に、事務量に応じた準備期間

び納入の通知を奈良県行政財産 を十分に確保し、奈良県行政

使用料条例施行規則で定められ 財産使用料条例、奈良県行政

た納期限（平成３１年４月２５ 財産使用料条例施行規則等に

日）が経過した後に、１１か月 基づき、適正な執行に努める。

以上遅延して行っていた事例が

４件（調定額合計 40,206円）認

められた。

今後は、奈良県行政財産使用

料条例、奈良県行政財産使用料

条例施行規則等に基づき、調定

事務の適時適正な執行に努める

とともに、再発防止に向けた内

部のチェック体制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

内部統制の強化・充実について

前回の監査において、内部統 所属長から出納員（総務課

制の充実について指摘事項とし 長、総務係長）に対し関係法

て改善を求めたところであるが、 令や規則等の遵守を徹底する

今回の監査においても、支出事 よう指示をするとともに、総

務等について、不適正な事務処 務課長から係員に対し適正な

理が散見された。 事務処理を行うよう指示を行

事務の執行に当たっては、関 った。今後も引き続き、不適

係法令や規則等に基づいて処理 切な事務処理がないよう努め

するとともに、決裁過程におけ る。

るチェック体制を強化するなど、

実効性のある内部統制の整備に

取り組むべきである。

（指摘事項）

図書情報館 令和３年 支出負担行為の遅延について

１月２０日 委託料、工事請負費等契約を 奈良県会計規則等に基づ

必要とする経費について、予算 き、支出負担行為事務の適正

執行の統制のための手続として な執行に努めるとともに、契

支出負担行為を行うこととされ 約案件、契約時期を一覧でき

ている時期は、契約を締結する るチェックリストを作成して

ときとされているが、令和元年 進捗状況を的確に管理するな
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度の備品購入等の契約について、 ど、各段階で実効性のあるチ

支出負担行為を納品後に行って ェック体制を整備し、適正な

いた事例が１件（契約額 885,60 事務処理に努める。

0円）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

福 祉 医 療 部

吉野保健所 令和３年 郵便切手の過大な保有について

（内吉野保健 １月２０日 令和元年度末の郵便切手の保 今後は、使用予定枚数の把

所を含む。） 有残高は127,831円となってお 握と台帳の残高確認を行い、

り、年間使用額に照らして多額 適正な郵便切手の保有に努め

となっていた。 る。

郵便切手は換金性が高く、現

金と同様の取扱いが必要である。

安全な管理のためにも、使用状

況を的確に把握し、その保有は

必要最小限にとどめるとともに、

必要に応じ購入抑制をするなど

効率的な予算執行に努められた

い。 （注意事項）

筒井寮 令和３年 支出負担行為の遅延について

１月２０日 委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則等

必要とする経費について、予算 に基づき、支出負担行為事務

執行の統制のための手続として の適正な執行に努めるととも

支出負担行為を行うこととされ に契約案件、契約時期を一覧

ている時期は、契約を締結する できるチェックリストを作成

ときとされているが、令和元年 して決裁過程におけるチェッ

度の工事請負契約について、支 ク体制を整備するなど、実効

出負担行為を業務完了後に行っ 性のある内部統制の整備に取

ていた事例が１件（契約額 880, り組む。

000円）認められた。

また、上記の１件では、特に

やむを得ない事情がないのに、

契約締結時までに当該契約に係

る予算の令達を受けていなかっ

た。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

登美学園 令和３年 請書を徴取していない契約につ

１月２０日 いて

契約の締結に当たっては、契 今後は、奈良県契約規則及

約書の作成を省略できる場合で び会計局通知に基づき、契約
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も、建設工事の請負契約以外で 事務の適正な執行に努めると

契約金額が１００万円未満５０ ともに、決裁過程において複

万円以上の契約においては、契 数の担当者による書類確認を

約内容について誓約させる意味 徹底するなど、実効性のある

を有する請書を契約の相手方か チェック体制の整備に取り組

ら徴取することとされているが、 む。

令和元年度の契約金額が１００

万円未満５０万円以上の備品購

入契約について、請書を徴取し

ていなかった事例が１８件（契

約額合計 15,059,253円）認めら

れた。

今後は、奈良県契約規則及び

会計局通知に基づき、契約事務

の適正な執行に努めるとともに、

決裁過程におけるチェック体制

を整備するなど、実効性のある

内部統制の整備に取り組まれた

い。 （注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則、

必要とする経費について、予算 奈良県契約規則等に基づき、

執行の統制のための手続として 支出負担行為及び契約書の作

支出負担行為を行うこととされ 成事務等の適正な執行に努め

ている時期は、契約を締結する るとともに、契約案件、契約

ときとされているが、令和元年 時期を一覧できるチェックリ

度の委託契約等について、支出 ストを作成して決裁過程にお

負担行為を行うこととされてい けるチェック体制を整備する

る日から大幅に遅延して支出負 など、実効性のある内部統制

担行為を行っていた事例が４６ の整備に取り組む。

件（契約額等合計 25,492,608円）

認められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を業務完了後又

は納品後に行っていた事例が３

９件（うち会計年度経過後の出

納整理期間に行っていた事例が

３５件）、業務完了前であるが支

出負担行為の遅延期間が、②１

か月以上３か月未満の事例が６

件、③３か月以上の事例が１件

となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち１

件（契約額 356,400円）では、

支出負担行為と同様に契約書の
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作成を遅延していた。また、契

約書を作成するときは支出負担

行為をしておかなければならな

いが、上記のうち５件（契約額

合計 3,356,640円）では、それ

を行わないまま契約書を作成し

ていた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

こども・女性局

女性センター 令和３年 支出負担行為の遅延について

１月２０日 委託料、工事請負費等契約を 支出負担行為の作成の遅延

必要とする経費について、予算 が発生しないよう、職員に対

執行の統制のための手続として し、指摘事項の周知徹底を行

支出負担行為を行うこととされ った。

ている時期は、契約を締結する 今後は、奈良県会計規則等

ときとされているが、令和元年 に基づき、支出負担行為事務

度の備品購入契約について、支 の適正な執行に努めるととも

出負担行為を納品後に行ってい に、所内共有スケジュールに

た事例が４件（契約額合計 177, 入力することで進捗状況を共

624円）認められた。 有し、管理職によるチェック

今後は、奈良県会計規則等に 体制を強化することにより、

基づき、支出負担行為事務の適 適切な事務処理に努める。

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

く ら し 創 造 部

野外活動セン 令和３年 施設の管理について

ター １月２０日 令和元年６月２日早朝に発生 今後、同様の事態が発生し

した火災により、工作室棟（昭 ないように、防犯カメラの増

和４５年９月建築、延床面積89. 設、業務終了前の見回りを行

59㎡）が全焼し、建物（建物被 うこととした。

害の見積価格 4,705,969円）や また、毎月行っている会議

備品等（動産被害の見積価格 2, 等においても、各施設の防犯

269,947円）の滅失による損失が 及び不備等の意見を出し合

発生した。 い、施設の適正な管理に努め

出火原因、火元については不 る。

明であるものの、県有財産の損

失があったことから、同様の事

態が発生しないようにするため

の対策を講ずるなどして、今後

とも施設の適切な管理に努めら

れたい。 （意見事項）
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公用車の定期点検整備の不実施

について

公用車の定期点検整備につい 所有する公用車の定期点検

ては、道路運送車両法により自 日及び車検日の予定を計画表

動車の使用者に年１回等の定期 に組み入れ、担当職員以外に

点検整備の実施が義務づけられ も周知を図る。今後は、道路

ており、平成３０年１０月には 運送車両法に基づき、適正な

公用車の定期点検整備の実施の 公用車の管理に努める。

徹底を図るように総務部長通知

が発出されているのに、令和元

年度において、公用車１台につ

いて定期点検整備を実施してい

なかった。

定期点検整備の不実施による

整備不良に起因する事故発生の

おそれも危惧されることから、

今後は、同法、同通知等に基づ

き、公用車の定期点検整備を適

切に実施されたい。（注意事項）

支出科目の誤りについて

令和元年度のプロパンガス及 奈良県予算規則に基づき、

び切断機の購入契約について、 支出科目の確認を十分に行う

経費の性質が光熱水費及び備品 とともに、不明点等について

購入代金であることから予算科 は、会計局に確認を行い、適

目を需用費及び備品購入費で支 正な事務処理の徹底に努め

出すべきであったのに、役務費 る。

及び需用費で支出していた事例

が２件（契約額合計 33,210円）

認められた。

今後は、奈良県予算規則等に

基づき、適正な予算科目で支出

されたい。 （注意事項）

支出負担行為の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 奈良県会計規則等に基づ

必要とする経費について、予算 き、支出負担行為及び契約書

執行の統制のための手続として の作成事務等の適正な執行に

支出負担行為を行うこととされ 努めるとともに、契約案件、

ている時期は、契約を締結する 契約時期を一覧できるチェッ

ときとされているが、令和元年 クリストを作成して進捗状況

度の備品購入契約について、支 を的確に管理するなど、各段

出負担行為を納品後に行ってい 階で実行性のあるチェック体

た事例が２１件（契約額合計 85 制を整備し、適正な事務処理

1,208円）認められた。 に努める。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）
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橿原公苑 令和３年 支出負担行為の遅延について

１月２０日 委託料、工事請負費等契約を 奈良県会計規則等に基づ

必要とする経費について、予算 き、支出負担行為事務の適正

執行の統制のための手続として な執行に努めるとともに、契

支出負担行為を行うこととされ 約案件、契約時期を一覧でき

ている時期は、契約を締結する るチェックリストを作成して

ときとされているが、令和元年 進捗状況を的確に管理するな

度の備品購入契約について、支 ど、各段階で実効性のあるチ

出負担行為を納品後に行ってい ェック体制を整備し、適正な

た事例が１件（契約額 63,800円） 事務処理に努める。

認められた。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

産業・雇用振興部

奈良しごとiセ 令和３年 支出負担行為及び契約書の作成

ンター（高田 １月２０日 の遅延について

しごとiセンタ 委託料、工事請負費等契約を 今後は、所属におけるチェ

ーを含む。） 必要とする経費について、予算 ック体制を強化し、複数の担

執行の統制のための手続として 当者による書類確認とスケジ

支出負担行為を行うこととされ ュール管理を行い、奈良県会

ている時期は、契約を締結する 計規則等に基づき、支出負担

ときとされているが、令和元年 行為及び契約書の作成事務等

度の委託契約等について、支出 の適正な執行と再発防止に努

負担行為を行うこととされてい める。

る日から大幅に遅延して支出負

担行為を行っていた事例が６件

（契約額等合計 792,912円）認

められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を業務完了後に

行っていた事例が２件、②業務

完了前であるが支出負担行為の

遅延期間が１か月以上３か月未

満の事例が４件となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち２

件（契約額合計 185,328円）で

は、支出負担行為と同様に契約

書の作成を遅延していた。

また、契約書を作成するとき

は支出負担行為をしておかなけ
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ればならないが、上記のうち２

件（契約額合計 408,000円）で

は、それを行わないまま契約書

を作成していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

高等技術専門 令和３年 公用車の自動車損害賠償責任保

校 １月２０日 険料の支払の遅延について

公用車の継続車検受検に係る 今後は、公用車の自賠責保

自動車損害賠償責任保険料につ 険料については、「前金払い」

いて、受検日の後に支出してい で処理し、車検受検時及び支

た事例が１件（保険料 17,350円） 出時には決裁過程において複

認められた。 数の職員で確認を行う。

自動車損害賠償責任保険料の

後払いは、業者に対し保険会社

等への立替払を強いることとな

るため、今後、保険料の支出に

ついては適時適正に処理された

い。 （注意事項）

支出負担行為の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、備品購入の執行ス

必要とする経費について、予算 ケジュール表の作成や、複数

執行の統制のための手続として の職員での確認を行うこと

支出負担行為を行うこととされ で、執行状況の把握・管理を

ている時期は、契約を締結する 徹底し、会計規則に基づく適

ときとされているが、平成３０ 正な事務の執行に努める。

年度及び令和元年度の備品購入

契約等について、支出負担行為

を行うこととされている日から

大幅に遅延して支出負担行為を

行っていた事例が２件（契約額

合計 875,400円）認められた。

その態様の内訳は、①支出負担

行為を業務完了後に行っていた

事例が１件、②業務完了前であ

るが支出負担行為の遅延期間が

１か月以上の事例が１件となっ

ていた。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

農 林 部
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北部農林振興 令和３年 公用車の定期点検整備の不実施

事務所 １月２５日 について

公用車の定期点検整備につい 法定点検の実施を確実にす

ては、道路運送車両法により自 るため、公用車全車両の年間

動車の使用者に年１回等の定期 法定点検予定時期一覧表を作

点検整備の実施が義務づけられ 成。複数の担当者で共有し、

ており、平成３０年１０月には 点検計画と実施結果のチェッ

公用車の定期点検整備の実施の クを毎月行うなど、保守管理

徹底を図るよう総務部長通知が 体制を強化して再発防止に努

発出されているのに、令和元年 めている。

度において、公用車２台につい

て定期点検整備を実施していな

かった。

定期点検整備の不実施による

整備不良に起因する事故発生の

おそれも危惧されることから、

今後は、同法、同通知等に基づ

き、公用車の定期点検整備を適

切に実施されたい。（注意事項）

東部農林振興 令和３年 公用車の定期点検整備の不実施

事務所 １月２０日 について

公用車の定期点検整備につい 所有する公用車の定期点検

ては、道路運送車両法により自 日及び車検日を含めた日程を

動車の使用者に年１回等の定期 可視化した進捗管理シートを

点検整備の実施が義務づけられ 作成。点検担当者と使用者で

ており、平成３０年１０月には 共有し、計画的に定期点検整

公用車の定期点検整備の実施の 備を実施している。今後も道

徹底を図るよう総務部長通知が 路運送車両法に基づき、適正

発出されているのに、令和元年 な定期点検整備を実施する。

度において、公用車２台につい

て定期点検整備を実施していな

かった。

定期点検整備の不実施による

整備不良に起因する事故発生の

おそれも危惧されることから、

今後は、同法、同通知等に基づ

き、公用車の定期点検整備を適

切に実施されたい。（注意事項）

南部農林振興 令和２年 支出負担行為の遅延について

事務所 １２月１６日 委託料、工事請負費等契約を 今後は、全ての職員に対し、

必要とする経費について、予算 奈良県会計規則、奈良県契約

執行の統制のための手続として 規則等関係法令の周知徹底を

支出負担行為を行うこととされ 図るとともに、所内における

ている時期は、契約を締結する 情報共有や書類の確認の徹底

ときとされているが、令和元年 を図ることにより、決裁過程

度の備品購入契約等について、 におけるチェック体制を強化

支出負担行為を行うこととされ し、支出負担行為及び契約書

ている日から大幅に遅延して支 の作成事務等の適正な執行と

出負担行為を行っていた事例が 再発防止に努める。

７件（契約額合計 1,063,826円）

認められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を納品後に行っ
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ていた事例が６件（うち会計年

度経過後の出納整理期間に行っ

ていた事例が１件）、②業務完了

前であるが支出負担行為の遅延

期間が１か月以上の事例が１件

となっていた。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

家畜保健衛生 令和３年 支出負担行為の遅延及び契約書

所 １月２０日 の作成について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、各職員に対し、奈

必要とする経費について、予算 良県会計規則、奈良県契約規

執行の統制のための手続として 則等関係法令の周知を図ると

支出負担行為を行うこととされ ともに、職員間での情報共有

ている時期は、契約を締結する や書類確認を徹底するなど、

ときとされているが、令和元年 決裁過程におけるチェック体

度の委託契約について、支出負 制を強化することにより、実

担行為を行うこととされている 効性のある内部統制の整備に

日から大幅に遅延して支出負担 取り組みながら、支出負担行

行為を行っていた事例が５件（契 為及び契約書作成事務等の適

約額合計 721,008円）認められ 正な執行と再発防止に努め

た。その態様の内訳は、①支出 る。

負担行為を業務完了後に行って

いた事例が１件、②業務完了前

であるが支出負担行為の遅延期

間が１か月以上３か月未満の事

例が４件となっていた。

また、契約書を作成するとき

は支出負担行為をしておかなく

てはならないが、上記の５件で

は、それを行わないまま契約書

を作成していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

なら食と農の 令和３年 支出負担行為の遅延について

魅力創造国際 １月１８日 委託料、工事請負費等契約を 今後は、所属内の職員に対

大学校 必要とする経費について、予算 し、奈良県会計規則、奈良県

執行の統制のための手続として 契約規則等関係法令の周知を

支出負担行為を行うこととされ 図り、所属内での情報共有や

ている時期は、契約を締結する 書類確認の徹底、前年同期と

ときとされているが、令和元年 今年度の進捗との突合ととも

度の備品購入契約について、支 に、決裁過程におけるチェッ
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出負担行為を納品後に行ってい ク体制を強化し、支出負担行

た事例が3件（契約額合計 339,4 為及び契約書の作成事務等の

20円）、うち会計年度経過後の出 適正な執行と再発防止に努め

納整理期間に行っていた事例が る。

１件（契約額 11,000円）認めら

れた。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

県土マネジメント部

奈良土木事務 令和３年 河川占用料の調定事務の遅延に

所 １月１８日 ついて

奈良県流水占用料等に関する 調定及び納入通知の遅延を

条例に基づき徴収する令和元年 防ぎ計画的な処理を行うた

度の河川占用料について、奈良 め、二会計年度以上にわたる

県河川管理規則では許可の期間 ものについてリストを作成し

が引き続き二会計年度以上にわ 確認を実施するなど、所属に

たるものの納期限は４月３０日 おけるチェック体制を強化

とされているのに、調定及び納 し、適正な事務の執行に努め

入の通知を本来納期限とすべき る。

日が経過した後に、１０か月以

上遅延して行っていた事例が２

２件（調定額合計 234,600円）

認められた。

今後は、同条例等に基づき、

調定事務の適時適正な事務の執

行に努めるとともに、決裁過程

におけるチェック体制を整備す

るなど、実効性のある内部統制

の整備に取り組むべきである。

（指摘事項）

支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、事前に案件をリス

必要とする経費について、予算 トアップし、決裁過程におい

執行の統制のための手続として て確認を実施するなど、所属

支出負担行為を行うこととされ におけるチェック体制を強化

ている時期は、契約を締結する し、奈良県会計規則、奈良県

ときとされているが、令和元年 契約規則等に基づき、支出負

度の委託契約等について、支出 担行為及び契約書の作成事務

負担行為を行うこととされてい 等の適正な執行と再発防止に

る日から大幅に遅延して支出負 努める。

担行為を行っていた事例が１１

６件（契約額合計 457,242,397

円）認められた。その態様の内

訳は、①支出負担行為を業務完

了後に行っていた事例が２４件、
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業務完了前であるが支出負担行

為の遅延期間が、②１か月以上

３か月未満の事例が８７件（う

ち会計年度経過後の出納整理期

間に行っていた事例が１件）、③

３か月以上の事例が５件（うち

最長のものは８か月以上）とな

っていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち１

１４件（契約額合計 457,035,61

7円）では、支出負担行為と同様

に契約書の作成を遅延していた。

また、上記のうち７０件（契

約額合計 282,347,529円）では、

特にやむを得ない事情がないの

に、契約締結すべき時等までに

当該契約に係る予算の令達を受

けていなかった。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

公用車の使用中の事故による損

傷について

公用車の使用中の事故による 職員の公用車使用時の安全

損傷（県側過失割合100％のもの 運転意識の向上を図るため、

４件、県側損害額合計 1,402,43 事故を起こした職員に再発防

2円）が認められた。 止に向けての注意指導を行う

今後は、公用車使用時の安全 とともに、事故事例の所内周

運転意識の徹底を図るとともに、 知をし注意喚起を行うなどし

車両の適切な使用に努めるべき ているところであり、今後は

である。 （指摘事項） 安全運転、車両の適切な使用

に努めていく。

郡山土木事務 令和３年 道路占用料の調定事務の遅延に

所 １月２５日 ついて

奈良県道路占用料に関する条 調定件数が多数あるため、

例に基づき徴収する令和元年度 詳細に事前チェックを実施す

道路占用料について、調定及び るとともに、占用継続案件に

納入の通知を納期限が経過した ついて、早期に事務手続を開

後に大幅に遅延して行っていた 始し、奈良県道路占用料に関

事例が２件（調定額合計 15,328, する条例等に基づく適切な事
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270円）認められた。遅延の態様 務の執行を行う。

の内訳は、①１か月以上３か月 また、決裁過程において、

未満の遅延の事例が１件、②３ 複数職員による確認等、チェ

か月以上の遅延の事例が１件と ック体制を強化し、適正な事

なっていた。 務処理に努める。

今後は、同条例等に基づき、

適時適正な事務の執行に努める

とともに、決裁過程におけるチ

ェック体制を整備するなど、実

効性のある内部統制の整備に取

り組むべきである。（指摘事項）

支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、事業の進捗状況を

必要とする経費について、予算 管理する執行管理台帳の利用

執行の統制のための手続として により、事業担当及び契約担

支出負担行為を行うこととされ 当の連絡体制を構築するな

ている時期は、契約を締結する ど、所属におけるチェック体

ときとされているが、令和元年 制を強化し、奈良県会計規則、

度の委託契約等について、支出 奈良県契約規則等に基づき、

負担行為を行うこととされてい 支出負担行為及び契約書の作

る日から大幅に遅延して支出負 成事務等の適正な執行と再発

担行為を行っていた事例が５件 防止に努める。

（契約額合計 9,529,700円）認

められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を業務完了後に

行っていた事例が１件、業務完

了前であるが支出負担行為の遅

延期間が②１か月以上３か月未

満の事例が４件となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち４

件（契約額合計 8,881,800円）

では、支出負担行為と同様に契

約書の作成を遅延していた。

また、上記のうち１件（契約

額 2,487,100円）では、特にや

むを得ない事情がないのに、契

約すべき時までに当該契約に係

る予算の令達を受けていなかっ

た。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック
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体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

高田土木事務 令和２年 道路占用料の徴収不足について

所 １２月２１日 奈良県道路占用料に関する条 今後は、占用料の算出過程

例に基づき徴収する令和元年度 における複数人による確認、

の道路占用料の徴収に当たり、 決裁過程でのダブルチェック

調定額の算定を誤ったため、徴 等チェック体制を強化し適正

収額が不足していた事例が１件 な事務処理の執行に努めると

（徴収不足額 24,490円）認めら ともに実効性のある内部統制

れた。 の整備に取り組む。

今後は、同条例等に基づき、

事務の適正な執行に努めるとと

もに、決裁過程におけるチェッ

ク体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組

まれたい。 （注意事項）

道路占用料及び河川占用料の調

定事務の遅延について

奈良県道路占用料に関する条 今後は、調定件数が多数あ

例に基づき徴収する令和元年度 る道路・河川占用継続案件に

道路占用料及び、奈良県流水占 かかる占用料については、計

用料等に関する条例に基づき徴 画的に処理を行うために係内

収する令和元年度河川占用料に でのチェック体制を強化し、

ついて、調定及び納入の通知を 事務処理期間を勘案したうえ

納期限が経過した後に大幅に遅 で、奈良県道路占用料に関す

延して行っていた事例が道路占 る条例等に基づく適正な事務

用料で７件（調定額合計 6,542, の執行に務めるとともに実効

420円）、河川占用料で４件（調 性のある内部統制の整備に取

定額合計 153,030円）認められ り組む。

た。遅延の態様の内訳は、道路

占用料で①１か月以上３か月未

満の遅延の事例が６件、②３か

月以上の遅延の事例が１件、河

川占用料で①１か月以上３か月

未満の遅延の事例が３件、②３

か月以上の遅延の事例が１件と

なっていた。

今後は、奈良県道路占用料に

関する条例及び奈良県流水占用

料等に関する条例に基づき、適

時適正な事務の執行に努めると

ともに、決裁過程におけるチェ

ック体制を整備するなど、実効

性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今回の指摘事項を受け、支

必要とする経費について、予算 出負担行為日と実際の契約日

執行の統制のための手続として の乖離を防ぐため、「進捗管
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支出負担行為を行うこととされ 理シート」を活用し、特に年

ている時期は、契約を締結する 度当初の支出負担行為につい

ときとされているが、令和元年 て、複数人のチェック体制に

度の委託契約等について、支出 よる管理を行い、奈良県会計

負担行為を行うこととされてい 規則、奈良県契約規則等に基

る日から大幅に遅延して支出負 づき、適正な事務の執行と再

担行為を行っていた事例が１７ 発防止に努める。

件（契約額等合計 42,141,210円）

認められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を業務完了後又

は納品後に行っていた事例が４

件（うち会計年度経過後の出納

整理期間に行っていた事例が１

件）、業務完了前であるが支出負

担行為の遅延期間が、②１か月

以上３か月未満の事例が１２件

（うち会計年度経過後の出納整

理期間に行っていた事例が１

件）、③４か月以上の事例が１件

となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち１

６件（契約額合計 42,096,210円）

では、支出負担行為と同様に契

約書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

中和土木事務 令和３年１月 需用費及び役務費の二重払につ

所 １８日 いて

令和元年度の需用費及び役務 今後は、所属におけるチェ

費の支出について、契約の相手 ック体制を強化し、複数の担

方に二重に支出していた事例が 当者による書類確認と事業執

１件（契約額 49,940円）が認め 行におけるスケジュール管理

られた。 を行い、奈良県会計規則等に

今後は、奈良県会計規則等に 基づき、支出事務の適正な執

基づき、支出事務の適正な執行 行と再発防止に努める。

に努めるとともに、決裁過程に

おけるチェック体制を整備する

など、実効性のある内部統制の

整備に取り組まれたい。

（注意事項）
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支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、事前に案件をリス

必要とする経費について、予算 トアップし、所属におけるチ

執行の統制のための手続として ェック体制を強化し、複数の

支出負担行為を行うこととされ 担当者による書類確認と事業

ている時期は、契約を締結する 執行におけるスケジュール管

ときとされているが、令和元年 理を行い、奈良県会計規則等

度の委託契約等について、支出 に基づき、支出負担行為及び

負担行為を行うこととされてい 契約書の作成事務等の適正な

る日から大幅に遅延して支出負 執行と再発防止に努める。

担行為を行っていた事例が５件

（契約額等合計 21,697,196円）

認められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を納品後に行っ

ていた事例が１件、②業務完了

前であるが支出負担行為の遅延

期間が１か月以上３か月未満の

事例が４件となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち２

件（契約額合計 4,202,000円）

では、支出負担行為と同様に契

約書の作成を遅延していた。

また、上記のうち２件（契約

額等合計 17,272,900円）では、

特にやむを得ない事情がないの

に、契約締結すべき時等までに

当該契約に係る予算の令達を受

けていなかった。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

宇陀土木事務 令和２年 支出負担行為及び契約書の作成

所 １２月１６日 の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 総務部長通知（平成７年４

必要とする経費について、予算 月３日付け出第３号）に示さ

執行の統制のための手続として れている「支出負担行為整理

支出負担行為を行うこととされ 区分表」及び会計局から発出

ている時期は、契約を締結する されている通知文等を全職員

ときとされているが、令和元年 に周知し、支出負担行為の意
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度の委託契約等について、支出 義と整理する時期を再認識さ

負担行為を行うこととされてい せた。

る日から大幅に遅延して支出負 また、決裁過程におけるチ

担行為を行っていた事例が６件 ェック体制の整備として、会

（契約額合計 18,971,008円）認 計事務処理カレンダー（工事

められた。その態様の内訳は、 関係、物品購入）を活用し、

①支出負担行為を業務完了後に 支出負担行為及び契約書作成

行っていた事例が１件、②業務 の遅延の防止を図る。

完了前であるが支出負担行為の

遅延期間が１か月以上３か月未

満の事例が５件となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち３

件（契約額合計 16,201,308円）

では、支出負担行為と同様に契

約書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

随意契約によることができる場

合の上限額を超えた随意契約の

締結について

令和元年度の舗装補修材の購 これまでは、行政起案によ

入契約１件（予定価格 1,728,00 り決裁を取り事業を進めてい

0円）において、予定価格が随意 たが、今年度からは事業執行

契約によることができる場合の 伺いにより決裁を取ることに

上限額１６０万円を超えている 変更した。

のに、誤って随意契約により契 また、決裁過程においては、

約を締結していた。 調達方法が地方自治法、同法

契約の方法は競争性、透明性、 施行令等の法令に則して適切

経済性、公正性に最も優れた一 に行われているかの確認を行

般競争入札が原則であることに っている。

留意するとともに、地方自治法、

同施行令、奈良県契約規則及び

関係通知に基づき、適正な事務

の執行に努めるべきである。

（指摘事項）

吉野土木事務 令和２年 道路占用料の徴収過不足につい

所 １２月１６日 て

奈良県道路占用料に関する条 令和元年度より道路占用料

例に基づき徴収する道路占用料 計算シートを使用して金額の
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の徴収に当たり調定額を誤った 誤りがないよう努めている。

ため、少なくとも平成２７年度 また、複数の担当者で徴収

から平成３０年度までの間に徴 のスケジュール管理を実施

収額が過大となっていた事例が し、事務所内全体で把握でき

２５件（徴収過大額合計 273,96 るよう、相手方を一覧にまと

0円）、徴収額が不足していた事 め、管理・監督者がチェック

例が８件（徴収不足額合計 70,9 できるように内部体制を整

20円）認められ、令和元年度に え、取り組んでいる。

おいても徴収額が不足していた

ものが８件（徴収不足額合計 66,

580円）認められた。

また、上記のうち平成３０年

度までの道路占用料（徴収過不

足額 344,880円）については、

令和元年１０月にその誤りに気

がつき、所要の手続を行ってい

た。

今後は、同条例等に基づき、

適正な事務の執行に努めるとと

もに、決裁過程におけるチェッ

ク体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組

まれたい。 （注意事項）

需用費及び委託料の二重払につ

いて

令和元年度の需用費及び委託 担当職員が、奈良県会計規

料について、契約の相手方に二 則等に基づき、支出事務の適

重に支出していた事例が２件（支 正な執行に努めるとともに、

出額合計 208,318円）が認めら 出納担当者は財務システム等

れた。 を活用し確認を行い、相互で

今後は、奈良県会計規則等に チェックできる体制の構築に

基づき、支出事務の適正な執行 努めている。

に努めるとともに、再発防止に

向けた内部のチェック体制の整

備に取り組むべきである。

（指摘事項）

支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 遅延の改善を図るため、土

必要とする経費について、予算 木事務所独自の進捗管理シー

執行の統制のための手続として トを作成し、各課で確認でき

支出負担行為を行うこととされ る体制を整えている。

ている時期は、契約を締結する 大幅に遅延している案件の

ときとされているが、令和元年 多くが随意契約にかかるもの

度の委託契約等について、支出 であるため、随意契約を対象

負担行為を行うこととされてい に、各担当係が同進捗管理シ

る日から大幅に遅延して支出負 ートに、工期・設計書決裁日

担行為を行っていた事例が２３ ・契約日・負担行為作成日等

件（契約額合計 76,505,004円） を入力することで、事務所の

認められた。その態様の内訳は、 進捗状況を一元管理するとと

①支出負担行為を業務完了後に もに、各職員が現在の状況を
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行っていた事例が８件（うち会 認識できるようにした。

計年度経過後の出納整理期間に また、毎週開催する選定審

行っていた事例が３件）、業務完 査会の際に管理職員で進捗状

了前であるが支出負担行為の遅 況を確認し、遅延のある案件

延期間が、②１か月以上３か月 について認識するとともに、

未満の事例が１０件、③３か月 担当職員に注意喚起を行える

以上の事例が５件となっていた。 体制を整えた。

契約の締結をしようとすると 今後も、奈良県会計規則、

きは奈良県契約規則第１８条（契 奈良県契約規則等に基づき、

約書の省略）に該当する場合を 支出負担行為及び契約書の作

除き遅滞なく契約書を作成しな 成事務等の適正な執行に努め

ければならず、県及び相手方の る。

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち１

９件（契約額合計 76,505,004円）

では、支出負担行為と同様に契

約書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

五條土木事務 令和２年 道路占用料の調定事務の遅延に

所 １２月２１日 ついて

奈良県道路占用料に関する条 今後は、事務量に応じて準

例に基づき徴収する令和元年度 備期間を十分に確保すると共

の道路占用料について、調定及 に、占用者との連絡も密に行

び納入の通知を同条例で定めら い、調定事務における適正な

れた納期限（平成３１年４月３ 事務処理について意識改革を

０日）が経過した後に、６か月 徹底し、奈良県道路占用料に

以上遅延して行っていた事例が 関する条例に基づいた適切な

２件（調定額合計 651,000円） 事務の執行を行う。

認められた。

今後は、同条例に基づき、適

時適正な事務の執行に努めると

ともに、決裁過程におけるチェ

ック体制を整備するなど、実効

性のある内部統制の整備に取り

組むべきである。 （指摘事項）

支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 遅延の大半を占める随意契

必要とする経費について、予算 約の進捗管理シートを各課で

執行の統制のための手続として 作成し、毎週管理職で進捗状

支出負担行為を行うこととされ 況を確認するとともに、起工

ている時期は、契約を締結する 担当と契約事務担当が連携し

ときとされているが、令和元年 て遅延防止に取り組めるよ

度の委託契約等について、支出 う、また進捗状況を各職員が
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負担行為を行うこととされてい 確認できるよう情報共有を行

る日から大幅に遅延して支出負 うこととした。

担行為を行っていた事例が５２ 今後は、奈良県会計規則、

件（契約額等合計 178,012,677 奈良県契約規則等に基づき、

円）認められた。その態様の内 会計事務及び契約事務の適正

訳は、①支出負担行為を業務完 な執行に努める。

了後又は納品後に行っていた事

例が１９件（うち会計年度経過

後の出納整理期間に行っていた

事例が６件）、業務完了前である

が支出負担行為の遅延期間が、

②１か月以上３か月未満の事例

が２１件（うち会計年度経過後

の出納整理期間に行っていた事

例が２件）、③３か月以上の事例

が１２件（うち最長のものは１

３か月以上、うち会計年度経過

後の出納整理期間に行っていた

事例が３件）となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、支出負担行為

と同様に契約書の作成を遅延し

ていた事例が上記のうち４９件

（契約額等合計 177,654,095円）

認められた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

内部統制の強化・充実について

今回の監査において、支出事 適正な事務処理を行うよ

務、収入事務等について、不適 う、担当者にチェックシート

正な事務処理が散見された。 の作成を指導するとともに、

事務の執行に当たっては、関 複数の職員によるチェックを

係法令や規則等に基づいて処理 徹底し、内部統制の整備に努

するとともに、決裁過程におけ める。

るチェック体制を強化するなど、

実効性のある内部統制の整備に

取り組まれたい。 （注意事項）

流域下水道セ 令和３年 支出負担行為及び契約書の作成

ンター １月２０日 の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、事業の進捗管理と
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必要とする経費について、予算 支出負担行為を行う時期の把

執行の統制のための手続として 握を行うこととし、特に年度

支出負担行為を行うこととされ 当初の支出負担行為について

ている時期は、契約を締結する は、遅延等を防ぐため、複数

ときとされているが、令和元年 の職員のチェック体制による

度の委託契約について、支出負 管理を行い、奈良県流域下水

担行為を行うこととされている 道事業会計規則等に基づき、

日から１か月以上３か月未満遅 適正な事務の執行と再発に務

延して支出負担行為を行ってい める。

た事例が４件（契約額合計 10,6

47,720円）認められた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記の４件で

は、支出負担行為と同様に契約

書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組ま

れたい。 （注意事項）

まちづくり推進局

幹線街路整備 令和３年 支出負担行為及び契約書の作成

事務所 １月２０日 の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、所属におけるチェ

必要とする経費について、予算 ック体制を強化し、複数の担

執行の統制のための手続として 当者による書類確認とスケジ

支出負担行為を行うこととされ ュール管理を行い、奈良県会

ている時期は、契約を締結する 計規則等に基づき、支出負担

ときとされているが、令和元年 行為及び契約書の作成事務等

度の委託契約等について、支出 の適正な執行と再発防止に努

負担行為を行うこととされてい める。

る日から大幅に遅延して支出負

担行為を行っていた事例が６件

（契約額合計 22,820,400円）認

められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を業務完了後に

行っていた事例が２件、②業務

完了前であるが支出負担行為の

遅延期間が１か月以上３か月未

満の事例が４件となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を
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除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記の６件で

は、支出負担行為と同様に契約

書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

奈良公園事務 令和３年 役務費（電話料金）の過払いに

所 １月２０日 ついて

令和元年度の役務費（電話料 奈良県会計規則等に基づ

金）の支出について、委託契約 き、支出事務の適正な執行に

の受託者が支払うべき経費を誤 努めるとともに、支払内容を

って支出していた事例が１件（過 複数名の職員が確認するなど

払額 25,508円）認められた。 チェック体制の強化を図る。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出事務の適正な事務

の執行に努めるとともに、決裁

過程におけるチェック体制を整

備するなど、実効性のある内部

統制の整備に取り組まれたい。

（注意事項）

公用車の定期点検整備の不実施

について

公用車の定期点検整備につい 道路運送車両法及び平成３

ては、道路運送車両法により自 ０年１０月に発出された公用

動車の使用者に６か月ごと等の 車の定期点検整備に係る総務

定期点検整備の実施が義務づけ 部長通知等に基づき、公用車

られており、平成３０年１０月 の定期点検整備の適切な実施

には公用車の定期点検整備の実 に努めるとともに、進捗管理

施の徹底を図るよう総務部長通 シートを作成し複数名の職員

知が発出されているのに、令和 が確認するなどチェック体制

元年度において、公用車２台に の強化を図る。

ついて定期点検整備を実施して

いなかった。

定期点検整備の不実施による

整備不良に起因する事故発生の

おそれも危惧されることから、

今後は、同法、同通知等に基づ

き、公用車の定期点検整備を適

切に実施されたい。（注意事項）

現年度歳出に係る戻入処理の誤

りについて

令和元年度の損害賠償保険料 奈良県会計規則等に基づ
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について、前金払で支払いを行 き、歳出に係る戻入処理事務

い、その後、令和元年５月に、 等の適正な執行に努めるとと

既に支払った保険料の一部（87, もに、返納に係る事務処理の

610円）の返納を受けるに当たり、 内容について複数名の職員が

出納閉鎖期日前であることから、 確認するなどチェック体制の

現年度歳出予算に係る戻入処理 強化を図る。

とすべきであるのに、誤って歳

入の雑入として調定し受け入れ

ていた。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、歳出に係る戻入処理事

務等の適正な執行に努めるとと

もに、決裁過程におけるチェッ

ク体制を整備するなど、実効性

のある内部統制の整備に取り組

まれたい。 （注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 奈良県会計規則、奈良県契

必要とする経費について、予算 約規則等に基づき、支出負担

執行の統制のための手続として 行為及び契約書の作成事務等

支出負担行為を行うこととされ の適正な執行に努めるととも

ている時期は、契約を締結する に、進捗管理シートを作成し

ときとされているが、令和元年 複数名の職員が確認するなど

度の委託契約等について、支出 チェック体制の強化を図る。

負担行為を行うこととされてい

る日から大幅に遅延して支出負

担行為を行っていた事例が８件

（契約額合計 13,760,442円）認

められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を業務完了後又

は納品後に行っていた事例が２

件、②業務完了前であるが支出

負担行為の遅延期間が１か月以

上３か月未満の事例が６件とな

っていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち４

件（契約額合計 13,144,268円）

では、支出負担行為と同様に契

約書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック
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体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

奈良春日野国 令和３年 支出負担行為の遅延について

際フォーラム １月２０日 委託料、工事請負費等契約を 契約を締結するときは、奈

必要とする経費について、予算 良県会計規則等に基づき、支

執行の統制のための手続として 出負担行為を遅滞なく行うよ

支出負担行為を行うこととされ う所属職員に周知徹底を図る

ている時期は、契約を締結する とともに、契約時期、支出負

ときとされているが、平成３０ 担行為日等を記載するチェッ

年度の委託契約について、支出 クリストを作成して所属内で

負担行為を行うこととされてい 共有し、進捗状況を相互に管

る日から１か月以上遅延して支 理するなどチェック体制を強

出負担行為を行っていた事例が 化した。

１件（契約額 102,510円）認め 今後は、奈良県会計規則等

られた。 に基づき、支出負担行為事務

今後は、奈良県会計規則等に の適正な執行に努める。

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組まれたい。

（注意事項）

教 育 委 員 会

奈良朱雀高等 令和３年 支出負担行為の遅延について

学校 １月２０日 委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則、

必要とする経費について、予算 奈良県契約規則等を遵守し、

執行の統制のための手続として 支出負担行為及び契約書の作

支出負担行為を行うこととされ 成事務等の適正な事務執行に

ている時期は、契約を締結する 努める。

ときとされているが、令和元年 また、会計事務に携わる全

度の備品購入契約について、支 職員がマニュアル等を再確認

出負担行為を納品後に行ってい して、決裁過程におけるチェ

た事例が６件（契約額合計 220, ック機能を強化し、誤りに気

055円）認められた。 付く体制を構築する。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

山辺高等学校 令和３年 支出負担行為及び契約書の作成

１月２０日 の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則、

必要とする経費について、予算 奈良県契約規則その他関係法

執行の統制のための手続として 令等を遵守するとともに、所

支出負担行為を行うこととされ 属内での情報共有を徹底し、

ている時期は、契約を締結する 進捗状況の管理及びチェック

ときとされているが、令和元年 を複数者で行うことにより再

度の委託契約等について、支出 発防止に努める。

負担行為を行うこととされてい
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る日から大幅に遅延して支出負

担行為を行っていた事例が４件

（契約額合計 416,900円）認め

られた。その態様の内訳は、①

支出負担行為を業務完了後に行

っていた事例が３件、②業務完

了前であるが支出負担行為の遅

延期間が１か月以上の事例が１

件となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記の４件で

は、支出負担行為と同様に契約

書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

生駒高等学校 令和３年 支出負担行為及び契約書の作成

１月２０日 の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、事業の進捗管理を

必要とする経費について、予算 行い、支出負担行為を行う時

執行の統制のための手続として 期の把握を行う。また、契約

支出負担行為を行うこととされ 締結についても工事の業務一

ている時期は、契約を締結する 覧に業務内容、処理状況を明

ときとされているが、令和元年 記し係単位で共通認識を持つ

度の工事請負契約について、支 とともに複数によるチェック

出負担行為を業務完了後に行っ 体制による管理を行い、奈良

ていた事例が１件（契約額 1,90 県会計規則等を遵守し、適正

0,000円）認められた。 な事務の執行と再発防止に努

契約の締結をしようとすると める。

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記の１件で

は、支出負担行為と同様に契約

書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも
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に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

奈良北高等学 令和３年 需用費の誤払について

校 １月２０日 令和元年度の需用費について、 今後は、奈良県会計規則等

契約相手方に二重に支出した事 を遵守し、支出事務の適正な

例や相手方を誤って支出した事 執行を行うために、決裁過程

例が計３件（支出額合計 79,945 において、出納員によるダブ

円）認められた。 ルチェックを実施することで

今後は、奈良県会計規則等に 二重払いの再発を防止する。

基づき、支出事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程に

おけるチェック体制を整備する

など、実効性のある内部統制の

整備に取り組まれたい。

（注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則、

必要とする経費について、予算 奈良県契約規則等を遵守し、

執行の統制のための手続として 支出負担行為及び契約書の作

支出負担行為を行うこととされ 成事務等の適正な事務執行に

ている時期は、契約を締結する 努める。

ときとされているが、令和元年 具体的には、事業の進捗管

度の委託契約等について、支出 理を事務室内で共有し、支出

負担行為を行うこととされてい 負担行為及び契約締結が適切

る日から大幅に遅延して支出負 な時期に行えるようにチェッ

担行為を行っていた事例が２件 ク体制を強化することで適正

（契約額合計 1,190,600円）認 に事務を執行し、再発を防止

められた。その態様の内訳は、 する。

①支出負担行為を業務完了後に

行っていた事例が１件、②業務

完了前であるが支出負担行為の

遅延期間が１か月以上の事例が

１件となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち１

件（契約額 1,152,800円）では、

支出負担行為と同様に契約書の

作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック
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体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

添上高等学校 令和３年 需用費の二重払について

１月２０日 令和元年度の需用費（灯油代） 今後は、会計事務に携わる

について、契約の相手方に二重 職員全員が支出負担行為事務

に支出していた事例が１件（支 に係る適正な知識を持つとと

出額 33,203円）認められた。 もに、マニュアル等を再確認

今後は、奈良県会計規則等に して、決裁過程におけるチェ

基づき、支出事務の適正な執行 ック機能を強化し、複数人に

に努めるとともに、決裁過程に よるチェック体制による管理

おけるチェック体制を整備する を行い、奈良県会計規則等に

など、実効性のある内部統制の 基づき、適正な事務の執行と

整備に取り組まれたい。 再発防止に努める。

（注意事項）

支出科目の誤りについて

令和元年度のスチール製椅子 今後は、会計事務に携わる

の購入契約について、経費の性 職員全員が支出負担行為事務

質が備品購入代金であることか に係る適正な知識を持つとと

ら予算科目を備品購入費で支出 もに、マニュアル等を再確認

すべきであったのに、需用費で して、決裁過程におけるチェ

支出していた事例が２件（契約 ック機能を強化し、複数人に

額合計 86,820円）認められた。 よるチェック体制による管理

今後は、奈良県予算規則等に を行い、奈良県会計規則等に

基づき、適正な予算科目で支出 基づき、適正な事務の執行と

されたい。 （注意事項） 再発防止に努める。

磯城野高等学 令和３年 高等学校授業料の調定事務の誤

校 １月２０日 りについて

令和元年度の高等学校授業料 過年度調定の還付未済金に

について、すでに調定し納入さ ついては、令和２年１０月に

れている授業料について、誤っ 還付を行った。

て再度調定及び納入通知を行っ 今後は、奈良県会計規則等

たため、徴収額が過大となって を遵守し、調定金額や内容に

いた事例が１件（１名 19,800円） ついて、複数人で書類確認を

認められた。 行うなど適正な事務の執行と

今後は、奈良県会計規則等に 再発防止に努める。

基づき、調定事務の適正な執行

に努めるとともに、決裁過程に

おけるチェック体制を整備する

など、実効性のある内部統制の

整備に取り組まれたい。

（注意事項）

支出負担行為の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則等

必要とする経費について、予算 を遵守し、事業の進捗管理と

執行の統制のための手続として 支出負担行為等を行う時期の

支出負担行為を行うこととされ 把握を行い、適正な事務の執

ている時期は、契約を締結する 行と再発防止に努める。

ときとされているが、令和元年

度の委託契約等について、支出

負担行為を行うこととされてい
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る日から大幅に遅延して支出負

担行為を行っていた事例が７件

（契約額合計 834,964円）認め

られた。その態様の内訳は、①

支出負担行為を業務完了後又は

納品後に行っていた事例が６件、

②業務完了前であるが支出負担

行為の遅延期間が２か月以上の

事例が１件となっていた。

また、上記のうち２件（契約

額合計 461,764円）では、特に

やむを得ない事情がないのに、

業務開始時までに当該契約に係

る予算の令達を受けていなかっ

た。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

奈良情報商業 令和３年 郵便切手の過大な保有について

高等学校 １月２０日 令和元年度末の郵便切手の保 今後は、使用予定数の把握

有残高は54,429円となっており、 と台帳の残高確認を複数名で

年間使用額に照らして多額とな 行い、適正な郵便切手の保有

っていた。 に努める。

郵便切手は換金性が高く、現

金と同様の取扱いが必要である。

安全な管理のためにも、その保

有は必要最小限にとどめるとと

もに、必要に応じ購入抑制をす

るなど効率的な予算執行に努め

られたい。 （注意事項）

行政財産使用料の調定事務の遅

延について

奈良県行政財産使用料条例に 今後は、継続案件について

基づき徴収する平成３０年度及 早期に事務手続を開始し、奈

び令和元年度の行政財産使用料 良県行政財産使用料条例、奈

について、調定を調定すべき日 良県行政財産使用料条例施行

から１か月以上遅延して行い、 規則等に基づく適正な事務の

納入の通知を奈良県行政財産使 執行に努めるとともに、再発

用料条例施行規則で定められた 防止に向けた内部のチェック

納期限が経過した後に大幅に遅 体制の整備に取り組む。

延して行っていた事例が６件（調

定額合計 37,766円）認められた。

上記のうち最長のものは２０か

月以上遅延しており、平成３１

年４月１７日の定期監査で指摘

を受けていた。

今後は、同条例、同規則等に

基づき、調定事務の適時適正な
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執行に努めるとともに、再発防

止に向けた内部のチェック体制

の整備に取り組むべきである。

（指摘事項）

支出負担行為の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則に

必要とする経費について、予算 基づく支出負担行為事務の適

執行の統制のための手続として 正な執行について、所属内で

支出負担行為を行うこととされ 処理状況一覧表等を共有し、

ている時期は、契約を締結する 進捗状況の管理及びチェック

ときとされているが、令和元年 を複数者で行うことにより、

度の工事請負契約について、支 再発防止に努める。

出負担行為を業務完了後で、か

つ、会計年度経過後の出納整理

期間に行っていた事例が１件（契

約額 842,490円）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

大宇陀高等学 令和３年 支出負担行為及び契約書の作成

校 １月２０日 の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則、

必要とする経費について、予算 奈良県契約規則その他関係法

執行の統制のための手続として 令等を遵守し、所属内で情報

支出負担行為を行うこととされ 共有し進捗状況の管理及びチ

ている時期は、契約を締結する ェックを複数者で行うことに

ときとされているが、令和元年 より再発防止に努める。

度の委託契約について、支出負

担行為を行うこととされている

日から大幅に遅延して支出負担

行為を行っていた事例が５件（契

約額合計 362,160円）認められ

た。その態様の内訳は、①支出

負担行為を業務完了後に行って

いた事例が４件、②業務完了前

であるが支出負担行為の遅延期

間が１か月以上の事例が１件と

なっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち１

件（契約額 17,440円）では、支

出負担行為と同様に契約書の作



42

成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

業務委託契約に係る不適切な事

務処理について

産業廃棄物の運搬処理業務委 今後は、廃棄物の処理及び

託について、廃棄物の処理及び 清掃に関する法律等を遵守

清掃に関する法律及び同法施行 し、契約書の締結漏れ等の無

令の定めにより契約金額の多寡 いよう、所属内で情報共有し、

にかかわらず契約書の作成を行 進捗状況の管理及びチェック

わなければならないとされてい を複数者で行うことにより再

るのに、令和元年度の当該業務 発防止に努める。

委託について、契約書を作成せ

ず、請書により業務委託を行っ

ていた事例が１件（契約額 246,

240円）認められた。

今後は、同法及び同法施行令

に基づき、契約の締結及び契約

書の作成事務等の適正な執行に

努めるべきである。（指摘事項）

榛生昇陽高等 令和３年 支出負担行為の遅延について

学校 １月２０日 委託料、工事請負費等契約を 奈良県会計規則の施行につ

必要とする経費について、予算 いて（平成７年４月３日出第

執行の統制のための手続として ３号。）に定めるとおり、当

支出負担行為を行うこととされ 初に単価契約をする委託契約

ている時期は、契約を締結する については、支出負担行為兼

ときとされているが、令和元年 支出命令書により行うことに

度の委託契約について、支出負 改めた。

担行為を行うこととされている また、当初に単価契約をす

日から大幅に遅延して支出負担 る委託契約について、予算計

行為を行っていた事例が３件（契 上課からの予算の令達が遅延

約額合計 427,259円）認められ しないよう要求することとす

た。その態様の内訳は、①支出 る。

負担行為を業務完了後に行って 今後は、関係法令、奈良県

いた事例が１件、②業務完了前 会計規則、奈良県契約規則等

であるが支出負担行為の遅延期 を遵守し、事業の進捗管理と

間が３か月以上の事例が２件で 支出負担行為等を行う時期の

あった。 把握を行い、適正な事務の執

また、上記のうち２件（契約 行と再発防止に努める。

額合計 275,957円）では、特に

やむを得ない事情がないのに、

業務開始時までに当該契約に係

る予算の令達を受けていなかっ

た。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適
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正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

御所実業高等 令和３年 公用車の定期点検整備の不実施

学校 １月２０日 について

公用車の定期点検整備につい 今後は、整備不良に起因す

ては、道路運送車両法により自 る事故発生防止のため、道路

動車の使用者に年１回等の定期 運送車両法、総務部長通知に

点検整備の実施が義務づけられ 基づき、必ず、毎年、適切に

ており、平成３０年１０月には 定期点検整備を実施するよう

公用車の定期点検整備の実施の 努める。

徹底を図るよう総務部長通知が

発出されているのに、令和元年

度において、公用車１台につい

て定期点検整備を実施していな

かった。

定期点検整備の不実施による

整備不良に起因する事故発生の

おそれも危惧されることから、

今後は、同法、同通知等に基づ

き、公用車の定期点検整備を適

切に実施されたい。（注意事項）

支出負担行為の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、関係法令、奈良県

必要とする経費について、予算 会計規則、奈良県契約規則等

執行の統制のための手続として を遵守し、事業の進捗管理と

支出負担行為を行うこととされ 支出負担行為等を行う。業務

ている時期は、契約を締結する 内容と処理時期等を記載した

ときとされているが、令和元年 一覧表を作成し、事務室で共

度の委託契約等について、支出 通認識を持つとともに、複数

負担行為を業務完了後又は納品 人のチェック体制により、適

後に行っていた事例が４件（契 正な事務の執行と再発防止に

約額合計 615,690円）認められ 努める。

た。

また、上記のうち３件（契約

額合計 585,450円）では、特に

やむを得ない事情がないのに、

業務開始時までに当該契約に係

る予算の令達を受けていなかっ

た。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

青翔高等学校 令和３年 支出負担行為の遅延について

１月２０日 委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則等

必要とする経費について、予算 を遵守し、事業の進捗管理と
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執行の統制のための手続として 支出負担行為等を行う時期の

支出負担行為を行うこととされ 把握を行い、適正な事務の執

ている時期は、契約を締結する 行に努める。

ときとされているが、平成３０

年度及び令和元年度の委託契約

等について、支出負担行為を業

務完了後又は納品後で、かつ、

会計年度経過後の出納整理期間

に行っていた事例が２件（契約

額合計 388,092円）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

青翔中学校 令和３年 支出負担行為の遅延について

１月２０日 委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則等

必要とする経費について、予算 を遵守し、事業の進捗管理と

執行の統制のための手続として 支出負担行為等を行う時期の

支出負担行為を行うこととされ 把握を行い、適正な事務の執

ている時期は、契約を締結する 行に努める。

ときとされているが、平成３０

年度及び令和元年度の備品購入

契約について、支出負担行為を

納品後で、かつ、会計年度経過

後の出納整理期間に行っていた

事例が４件（契約額合計 1,547,

570円）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

大淀高等学校 令和３年 支出負担行為及び契約書の作成

１月２０日 の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、関係法令、奈良県

必要とする経費について、予算 会計規則、奈良県契約規則等

執行の統制のための手続として を遵守し、事業の進捗管理と

支出負担行為を行うべきとされ 支出負担行為等を行う時期の

ている時期は、契約を締結する 把握を行うとともに、複数職

ときとされているが、令和元年 員による確認を行うなど、適

度の工事請負契約について、支 正な事務の執行と再発防止に

出負担行為を業務完了後に行っ 努めることとした。

ていた事例が１件（契約額 297,

000円）認められた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな
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ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記の１件で

は支出負担行為と同様に契約書

の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

五條高等学校 令和３年 支出負担行為及び契約書の作成

１月２０日 の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則に

必要とする経費について、予算 基づく支出負担行為事務の適

執行の統制のための手続として 正な執行について、所属内で

支出負担行為を行うこととされ 情報共有し、進捗状況の管理

ている時期は、契約を締結する 及びチェックを複数者で行う

ときとされているが、令和元年 ことにより、再発防止に努め

度の委託契約等について、支出 る。

負担行為を行うこととされてい

る日から大幅に遅延して支出負

担行為を行っていた事例が４件

（契約額合計 1,406,652円）認

められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を納品後で、か

つ、会計年度経過後の出納整理

期間に行っていた事例が２件、

②業務完了前であるが支出負担

行為の遅延期間が１か月以上の

事例が２件となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち２

件（契約額合計 1,283,452円）

では、支出負担行為と同様に契

約書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）
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十津川高等学 令和３年 支出負担行為の遅延について

校 １月２０日 委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則に

必要とする経費について、予算 基づく支出負担行為事務の適

執行の統制のための手続として 正な執行について、所属内で

支出負担行為を行うこととされ 情報共有し、進捗状況の管理

ている時期は、契約を締結する 及びチェックを複数者で行う

ときとされているが、令和元年 ことにより、再発防止に努め

度の備品購入契約について、支 る。

出負担行為を納品後に行ってい

た事例が３件（契約額合計 98,3

18円）、うち会計年度経過後の出

納整理期間に支出負担行為を行

っていた事例が２件（契約額合

計 87,450円）認められた。

今後は、奈良県会計規則等に

基づき、支出負担行為事務の適

正な執行に努めるとともに、決

裁過程におけるチェック体制を

整備するなど、実効性のある内

部統制の整備に取り組むべきで

ある。 （指摘事項）

盲学校 令和３年 支出負担行為及び契約書の作成

１月２０日 の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則、

必要とする経費について、予算 奈良県契約規則等を遵守し、

執行の統制のための手続として 事業の進捗管理と併せて支出

支出負担行為を行うこととされ 負担行為及び契約書の作成時

ている時期は、契約を締結する 期の把握を行う。また、事務

ときとされているが、令和元年 室で会計事務に関するマニュ

度の委託契約等について、支出 アル等を再確認し共通認識を

負担行為を行うこととされてい 持つとともに、複数の担当者

る日から大幅に遅延して支出負 による確認とスケジュールの

担行為を行っていた事例が７件 管理を行い、適正な事務の執

（契約額合計 4,237,800円）認 行と再発の防止に努める。

められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を業務完了後又

は納品後に行っていた事例が６

件、②業務完了前であるが支出

負担行為の遅延期間が１か月以

上の事例が１件となっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち２

件（契約額合計 4,118,160円）

では、支出負担行為と同様に契

約書の作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出
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負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

ろう学校 令和３年 支出科目の誤りについて

１月２０日 令和元年度の産業廃棄物の収 今後は、奈良県予算規則等

集運搬及び処分の契約について、 を遵守し、複数の者で経費の

経費の性質が委託料であること 性質を確認し、適正な予算科

から、予算科目を委託料で支出 目で支出するよう努める。

すべきであったのに、役務費で

支出していた事例が１件（契約

額 96,800円）認められた。

今後は奈良県予算規則等に基

づき、適正な予算科目で支出さ

れたい。 （注意事項）

奈良養護学校 令和３年 支出負担行為の遅延及び契約書

（整肢園分校 １月２０日 の作成について

を含む。） 委託料、工事請負費等契約を 今後は、所属において情報

必要とする経費について、予算 共有するとともに、チェック

執行の統制のための手続として 体制を強化し、複数の担当者

支出負担行為を行うこととされ による書類確認とスケジュー

ている時期は、契約を締結する ル管理を行い、関係法令、奈

ときとされているが、令和元年 良県会計規則等に基づき、支

度の委託契約等について、支出 出負担行為及び契約書の作成

負担行為を行うこととされてい 事務等の適正な執行と再発防

る日から１か月以上３か月未満 止に努める。

遅延して支出負担行為を行って

いた事例が３件（契約額合計 17,

638,020円）認められた。

契約書を作成するときは支出

負担行為をしておかなければな

らないが、上記の３件では、そ

れを行わないまま契約書を作成

していた。

また、上記のうち２件（契約

額合計 17,548,920円）では、特

にやむを得ない事情がないのに、

契約締結時までに当該契約に係

る予算の令達を受けていなかっ

た。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組ま

れたい。 （注意事項）

二階堂養護学 令和３年 公用車の定期点検整備の不実施

校 １月２０日 について

公用車の定期点検整備につい 今後は、整備不良に起因す
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ては、道路運送車両法により自 る事故発生防止のため、道路

動車の使用者に年１回等の定期 運送車両法、総務部長通知に

点検整備の実施が義務づけられ 基づき、必ず、毎年、適切に

ており、平成３０年１０月には 定期点検整備を実施するよう

公用車の定期点検整備の実施の 努める。

徹底を図るよう総務部長通知が

発出されているのに、令和元年

度において、公用車１台につい

て定期点検整備を実施していな

かった。

定期点検整備の不実施による

整備不良に起因する事故発生の

おそれも危惧されることから、

今後は、同法、同通知等に基づ

き、公用車の定期点検整備を適

切に実施されたい。（注意事項）

支出負担行為及び契約書の作成

の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、関係法令、奈良県

必要とする経費について、予算 会計規則、奈良県契約規則等

執行の統制のための手続として を遵守し、事業の進捗管理と

支出負担行為を行うこととされ 支出負担行為等を行う。業務

ている時期は、契約を締結する 内容と処理時期等を記載した

ときとされているが、令和元年 一覧表を作成し、事務室で共

度の委託契約等について、支出 通認識を持つとともに、複数

負担行為を行うこととされてい のチェック体制により、適正

る日から大幅に遅延して支出負 な事務の執行と再発防止に努

担行為を行っていた事例が１０ める。

件（契約額合計 22,506,194円）

認められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を業務完了後又

は納品後に行っていた事例が７

件、②業務完了前であるが支出

負担行為の遅延期間が１か月以

上３か月未満の事例が３件とな

っていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち３

件（契約額合計 22,243,160円）

では、支出負担行為と同様に契

約書の作成を遅延していた。

また、上記のうち２件（契約

額合計 19,126,904円）では、特

にやむを得ない事情がないのに、

契約締結時までに当該契約に係

る予算の令達を受けていなかっ
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た。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

高等養護学校 令和３年 支出負担行為の遅延及び契約書

１月２０日 の作成について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則等

必要とする経費について、予算 を遵守し、複数人のチェック

執行の統制のための手続として 体制により、スケジュール管

支出負担行為を行うこととされ 理を行い、適正な事務の執行

ている時期は、契約を締結する と再発防止に努める。

ときとされているが、令和元年 また会計局ホームページの

度の委託契約等について、支出 各手引きや注意事項へのリン

負担行為を行うこととされてい クを所属で共有し、職員の資

る日から大幅に遅延して支出負 質向上を図る。

担行為を行っていた事例が２２

件（契約額合計 5,978,330円）

認められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を業務完了後又

は納品後に行っていた事例が１

７件（うち会計年度経過後の出

納整理期間に行っていた事例が

９件）、業務完了前であるが支出

負担行為の遅延期間が、②１か

月以上３か月未満の事例が２件、

③３か月以上の事例が３件とな

っていた。

契約書を作成するときは支出

負担行為をしておかなければな

らないが、上記のうち１２件（契

約額合計 5,043,580円）では、

それを行わないまま契約書を作

成していた。また、上記のうち

４件（契約額合計 169,038円）

では、特にやむを得ない事情が

ないのに、業務開始時までに当

該契約に係る予算の令達を受け

ていなかった。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

明日香養護学 令和３年 支出負担行為及び契約書の作成

校 １月２０日 の遅延について
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委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則等

必要とする経費について、予算 を遵守し、事業の進捗管理と

執行の統制のための手続として 支出負担行為を行う時期の把

支出負担行為を行うこととされ 握を行う。特に年度当初の支

ている時期は、契約を締結する 出負担行為については、遅延

ときとされているが、令和元年 等を防ぐため、年度当初要処

度の委託契約等について、支出 理業務一覧に業務内容、処理

負担行為を行うこととされてい 時期等を明記し関係職員で共

る日から大幅に遅延して支出負 通認識を持つとともに、複数

担行為を行っていた事例が１４ のチェック体制による管理を

件（契約額合計 17,419,066円） 行い、適正な事務の執行と再

認められた。その態様の内訳は、 発防止に努める。

①支出負担行為を業務完了後又

は納品後に行っていた事例が３

件、②業務完了前であるが支出

負担行為の遅延期間が１か月以

上３か月未満の事例が１１件と

なっていた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち１

３件（契約額合計 17,369,266円）

では、支出負担行為と同様に契

約書の作成を遅延していた。

また、上記のうち３件（契約

額合計 15,498,496円）では、特

にやむを得ない事情がないのに、

契約締結時又は業務開始時まで

に当該契約に係る予算の令達を

受けていなかった。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

西和養護学校 令和３年 支出負担行為及び契約書の作成

１月２０日 の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、奈良県会計規則、

必要とする経費について、予算 奈良県契約規則等を遵守し、

執行の統制のための手続として 決裁過程におけるチェック体

支出負担行為を行うこととされ 制を強化、複数の担当者によ

ている時期は、契約を締結する る書類の確認及びスケジュー

ときとされているが、令和元年 ル管理を行い、支出負担行為

度の委託契約について、支出負 及び契約書の作成事務等の適

担行為を行うこととされている 正な執行と再発の防止に努め
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日から、１か月以上３か月未満 ることとする。

遅延して支出負担行為を行って

いた事例が５件（契約額等合計

5,322,764円）認められた。

契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち１

件（契約額 4,576,412円）では、

支出負担行為と同様に契約書の

作成を遅延していた。

また、契約書を作成するとき

は支出負担行為をしておかなけ

ればならないが、上記のうち１

件（契約額 584,928円）では、

それを行わないまま契約書を作

成していた。

上記の５件では、特にやむを

得ない事情がないのに、契約締

結時又は業務開始時までに当該

契約に係る予算の令達を受けて

いなかった。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組ま

れたい。 （注意事項）

大淀養護学校 令和３年 支出負担行為及び契約書の作成

１月２０日 の遅延について

委託料、工事請負費等契約を 今後は、関係法令、奈良県

必要とする経費について、予算 会計規則、奈良県契約規則等

執行の統制のための手続として を遵守し、事業の進捗管理と

支出負担行為を行うこととされ 支出負担行為等を行う時期の

ている時期は、契約を締結する 把握を行うとともに、複数人

ときとされているが、令和元年 のチェック体制による管理を

度の委託契約等について、支出 行い、適正な事務の執行と再

負担行為を行うこととされてい 発防止に努める。

る日から大幅に遅延して支出負

担行為を行っていた事例が４件

（契約額合計 15,677,896円）認

められた。その態様の内訳は、

①支出負担行為を納品後に行っ

ていた事例が３件、②業務完了

前であるが支出負担行為の遅延

期間が１か月以上の事例が１件

となっていた。
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契約の締結をしようとすると

きは奈良県契約規則第１８条（契

約書の省略）に該当する場合を

除き遅滞なく契約書を作成しな

ければならず、県及び相手方の

双方が契約書に記名押印しなけ

れば当該契約は確定しないもの

とされているが、上記のうち１

件（契約額 15,565,200円）では、

支出負担行為と同様に契約書の

作成を遅延していた。

今後は、奈良県会計規則、奈

良県契約規則等に基づき、支出

負担行為及び契約書の作成事務

等の適正な執行に努めるととも

に、決裁過程におけるチェック

体制を整備するなど、実効性の

ある内部統制の整備に取り組む

べきである。 （指摘事項）

警察本部

奈良西警察署 令和３年 公用車の使用中の事故による損

１月２０日 傷について

公用車の使用中の事故による 公用車による事故発生を受

損傷（合計 ５件、県側損害額合 け、当事者に対して交通事故

計 1,845,607円、うち県側過失 防止に係る業務指導を実施し

割合100％のもの３件）が認めら た。

れた。 また、朝礼時において運転

今後は、公用車使用時の安全 席と助手席からの死角を認識

運転意識の徹底を図るとともに、 させる教養及び後退時の技能

車両の適切な使用に努めるべき 訓練を行い、安全運転意識の

である。 （指摘事項） 向上と同乗者による後退時等

における確認の周知徹底を図

った。

今後も、全署員に対し継続

して安全運転の教養及び運転

技能の向上に努め、安全運転

意識の徹底を図る。
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ウ 財政的援助団体
所 属 名 実施年月日 監 査 結 果 措 置 の 内 容

（所管課名）

地方独立行政法 令和３年 源泉所得税の源泉徴収事務の誤

人奈良県立病院 １月２２日 りについて

機構（病院マネ 平成26年度から令和元年度ま 本件に関しては、令和元年

ジメント課） での源泉所得税の納付に当たり、 ８月から１０月までにかけて

源泉徴収事務を誤ったことによ 当機構に対して行われた奈良

り、源泉所得税の納付が遅延し 税務署による税務調査におい

ていた事例が145件（源泉徴収す て、源泉徴収事務の誤りにつ

べき額合計 24,662,732円）認 いて指摘があり、その後奈良

められた。また、これに伴い、 税務署の決定に基づき、当機

不納付加算税（2,383,000円）及 構が納付すべき源泉所得税の

び延滞税（523,200円）が発生し 追加分並びに不納付加算税及

ていた。 び延滞税を令和元年１０月か

今後は、適正な源泉徴収事務 ら令和２年１月までにかけて

の執行に努めるとともに、決裁 納付し、処理を完了している。

過程におけるチェック体制を整 再発防止策として、年末調

備するなど、実効性のある内部 整の事務処理や制度改正に係

統制の整備に取り組むべきであ る文書通知に加え、事務担当

る。 （指摘事項） 者向けの説明会を毎年度実施

し、適正な年末調整方法、留

意事項等について周知徹底を

図ることとした。

また、顧問税理士を置き、

年末調整に関する各所属から

の相談に対応できる体制を構

築した。

源泉徴収の事務処理、決裁

過程においては、徴収漏れや

適用誤り等がないことを複数

の職員で確認するよう徹底を

図っている。

経営改善の取組について

法人では県が示した第２期中 令和２年度の経営状況の見

期目標を受けて、令和元年度か 込み（１月末現在）について、

ら５年間の第２期中期計画を策 収益面では、新型コロナウィ

定し、様々な手法で経営改善に ルスの影響、特に新型コロナ

取り組んでいるところであり、 ウィルス感染患者専用病床確

令和元年度の決算では当期純損 保に伴う一般病床の減少、手

失が21億4,550万円となり、年度 術数の減少や受診控えの影響

計画の計画額20億9,700万円を達 により入院、外来患者数が減

成できなかったものの、計画額 少する中で、的確なベッドコ

との差は4,850万円であった。 ントロールの実施による入院

令和元年度決算では、営業収 患者数の低下の抑制、新たな

益は医業収益の増加に伴い増加 施設基準の取得や緊急性の高

したものの、営業費用は給与費、 い救急患者の受入等による診

材料費、減価償却費等の医業費 療単価の大幅な増加、総合医

用の増加に伴い増加したことで、 療センターの化学療法による

10億3,571万円の営業損失とな 収益増加などにより、機構全

り、前年度と比べて12億1,268万 体の医業収益は262億円とな

円増加した。営業損益に営業外 り、令和元年度決算の272億
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収益及び営業外費用を含めた経 円より約10億円の減収、令和

常損益では、20億9,936万円の経 ２年度予算の288億円より約2

常損失を計上した。経常損益に 6億円の減収にとどまる見込

臨時損益を合わせた当期純損失2 みである。

1億4,550万円を計上したことに 一方、費用面では、新型コ

より、令和元年度末の累積欠損 ロナウィルス感染症対応等に

金は145億4,384万円となり多額 係る診療材料費や給与費の増

となっている。 加等により、医業費用は約34

また、令和元年度末の短期借 6億円となり、令和元年度決

入金残額は28億円となっており、 算の317億円より約29億円の

過去最高額である平成28年度末 増加、令和２年度予算の337

残高38億8,000万円と比べ減少し 億円より約9億円の増加とな

ているものの、資金不足の懸念 る見込みである。

は残っている。 上記に対し、新型コロナウ

経営状況は厳しさを増す状況 ィルス感染患者用に確保した

であり、引き続き第２期中期計 病床に対する病床確保料な

画に沿った経営改善を着実に実 ど、新型コロナウィルス関連

行されたい。 （意見事項） の国、県からの補助金収益約

57億円や、県からの運営費交

付金約31億円を加えた令和２

年度の経常収支は約2億円の

赤字が見込まれるが、予算額

に比べて約18億円の改善とな

る見込みである。

現金支出を伴わない減価償

却費を除いた単年度の現金収

支は、概算で約29億円の黒字

となる見込みである。

令和２年度末の短期借入金

の残高は40億円となっている

が、新型コロナウィルスに係

る補助金約30億円が未収金と

なっているため、実質の短期

借入金の繰越は約10億円であ

る。

新型コロナウィルスの影響

については見通しが難しい状

況であるが、病床確保料など

国、県からの支援を受けなが

ら、医薬品や医療機器等の調

達方法の工夫や価格交渉の徹

底などによるコスト削減を行

い、第２期中期計画の最終年

度である令和５年度には経常

収支がプラスに転じるよう、

引き続き経営改善の取り組み

を進める。
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